
福岡県事業承継・引継ぎ支援センター

令和7年



経営者の年齢割合と平均年齢の変化

2024年度の社⾧平均年齢は60.7歳とさらに上昇しています
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後継者不在率の推移
全国平均と比べると、福岡県下の不在率は高い
後継者不在率は、ここ数年下落傾向にある
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高齢経営者の不在率は依然として高い
理想的な承継には数年かかると言われていることから一刻も早い着手が重要 2



「誰かに継いでもらいたいと思っていない」と答えた廃業予定企業のなかには
地域や消費者の視点からみて存続してほしい企業があるのでは?

後継者不在による廃業等の発生
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センターの仕組み
－地域に根差す支援体制－

平成24年2月に設置され令和7年度は15年目
令和3年4月1日、親族承継支援を手掛けてきた「福岡県事業承継支援ネットワーク」を統合し

一体的支援体制を構築 令和７年度は統合5年目
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センターの仕組み
－地域に根差す支援体制－
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県内の１９商工会議所を含む
170支援機関によって構成

福岡県事業承継・引継ぎ支援センターは福岡県事業承継・引継ぎ支援ネットワークの事務局
各地域の中小企業支援協議会と連携し、親族承継・従業員承継・第三者承継のいずれにも

ワンストップで対応しています
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センターの仕組み
－地域に根差す支援体制－

センターへのご相談スキームです
親族承継、従業員承継、第三者承継のいずれにもワンストップで対応します

センターでの支援業務の流れ
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後継者問題を
抱える事業者

マッチングや

紹介による支援

（2次・3次対応）

「登録支援機関」 登録の買手事業者

登録済みの県内・他県の買手事業者

支援スキーム

構築

活性化協議会
弁護士など

後継者人材バンク登録済み起業希望者

専門家派遣

【磨き上げ】
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センターの仕組み
－地域に根差す支援体制－

センターへのご相談「一次対応」、登録機関への橋渡し「二次対応」
センター内での支援「三次対応」と定義しています

センターの対応スキームについて
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センターの仕組み
－マッチングの精度と質の向上－

福岡センターのデータベースは全国のデータベースと繋がっています
支援機関の皆様にも譲渡・譲受先を登録いただき、探索手段としてご活用いただいています

センターの体制俯瞰図 令和7年11月7日
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センターの仕組み
－マッチングの精度と質の向上－

相談から契約迄センターがしっかりサポートします
相談者に心配を与えぬようノンネームシート作成の段階から情報の取り扱いには十分注意しています

初期相談から最終契約迄の流れ
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センターの実績
－相談・成約件数の進捗－

成約件数も、過去実績と比べてより良い進捗状況にあります 10



センターの実績
－成約企業の財務状況－

赤字、債務超過でも、買手に必要な経営資源を
備えているほど事業を承継できる可能性が高まります

成約企業の財務状況別ポジション
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センターの実績
－成約価格の状況－

センターにて成約したM&Aの57.3％は譲渡価格1,000万円以下です
「自分の会社なんて」、「あの支援先は・・・」と考えずに、うまくいくかは別としてご相談ください 12



センターの実績
－地域経済のサステナビリティのために－

（出典）経済センサス－基礎調査（2016年）

約53万社

約305万社

28

小規模M&Aマーケットを巡る状況

事業規模が大きい、支援の難易度が高い等の案件は民間支援機関に対応依頼する一方で、「小規模・低利益」
ゾーンなど民間支援機関が取り組みにくい部分をセンターが引き受けるなど「協調的連携支援」体制構築を再徹底。
最終的解決の可否は別として、顧客にとっての「入口」機能を担うことで、初期対応(課題解決の糸口) を提供

民間支援機関の
主たる対応領域
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民間支援機関が取り組みにくい
「小規模事業所」領域について、
地域の活力や競争力維持・強化
を実現するためにも、地域を挙げ
て「協調的連携体制」を構築し、
事業承継の啓発や最適な支援
を行うことが重要

事業承継・引継ぎセンターの
主たる対応領域

小規模企業
約325万社



－事業承継は「経営課題」であり「社会課題」－

規模が小さい事業者ほど高齢経営者の比率が高いことが見てとれます
これらの事業所の将来は?

【センターにて一部加工】
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－事業承継の新たな視点－

⾧年続いた事業所が廃業することは地域にとって損失ですが、
お店やサービス、なにより雇用などの価値ある経営資源だけでもうまく引き継がれることで、

地域経済(市民生活の利便性)の維持につながります
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センターの体制
－契約前に「安心」を－
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小規模M&A市場が今後も健全なマーケットとして成⾧するよう、
関係者が当該ガイドラインを遵守し対応することが重要

事業承継は契約前が肝心（とりわけ売手にとっては最初で最後の取引であるケースが多い）
安心して相談できる支援環境が、売手、買手にも重要です

ご心配な場合は何なりとセンターのセカンドオピニオン機能をご活用ください
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